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「新任監査役ガイド」 
 
新しく監査役に就任された方が、まず、最初に悩むのは「そもそも監査役とは如何なるものなのか」また、「毎日何をすればよいのか」というこ

とかと思います。監査役という仕事に対する予備知識を充分にもって就任される方はまず皆無といってもよいでしょう。 
一方では、監査役の仕事に「新任だから」という言い訳は通用しません。株主から選ばれて、会社のコーポレート・ガバナンスの重要な一翼を担

うことになった以上は、一日も早く「責任のとれる」監査役として機能することが求められています。焦りは禁物ですが、そのためにもまず必要な

基礎知識を身につけましょう。もちろん、過去の職責やすでに持っている専門知識の度合い等によりその必要性は各自各様ですが、一般的に共通し

て必要と思われる基礎知識について「監査知識」「法律知識」｢会計知識｣の 3本立てで「新任監査役ガイド」を作成してみました。とりあえず就任 1
年目で最低限必要な程度の内容に絞りました。これだけでも相当なボリュームですが、通読されなくても興味のある箇所、必要な箇所を選んで参照

されれば理解できるように編纂しております。 
まずこの程度の知識を習得され、次のステップとしてさらなる専門分野を勉強されることをお勧めいたします。 
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